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要　旨

国が持つ石油, 石炭や鉱物資源などの天然資源は, 貧困の解決や経済発展のための

重要な要素として広く認識されている. しかしながら豊富で安価な天然資源の過度

な輸出は, 経済発展を阻害する要因にもなりうる. 天然資源に起因するそのような

経済問題は一般にオランダ病とよばれ, これまで豊富な天然資源の輸出に依存する

国の経済発展の阻害要因として認識されている. 本研究では, 鉱物資源の豊富な埋

蔵量をほこるラオスを対象に, 空港や高速道路網といった交通インフラの整備が経

済にど のよう な影 響をも たら す のか につい て, 一般均衡 モデ ルを用 いて分 析す る.

その上で, 空港などの, 主として国際的な物流に影響するインフラと, 高速道路網の

ような国内物流に影響するインフラの役割の違いに着目し, 資源輸出国の経済に及

ぼす影響について分析する.
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第1章 はじめに

グローバリゼーションの進展に伴い, 世界的に貿易量が急増している. 一般的に, 国

際貿易が活発になれば経済が発展するが, 一方で弊害も発生している. 豊富な天然

資源を持つ開発途上国は, 国内に存在する安価な天然資源を大量に輸出し, 経済発

展 の 源 に し よ う と す る. し か し そ の 輸 出 額 の 急 増 が 自 国 の 実 質 為 替 レ ー ト を 急 激

に上昇 させ, 天然 資源以 外の 輸出財 を生産 する 企業が 国際 的な価 格競争 力を 失い,

輸入財の国内価格の下落や労働の移動などにより, 結果的に国内の企業が圧迫され

る. そうした経済発展の阻害問題は一般にオランダ病と呼ばれ, これまで各国様々な

かたちで資源保有国を悩ませてきた. このような問題に直面している開発途上国の

中で, 本研究ではラオスを取り上げる.

ラオスは銅や金などの鉱物資源を豊富にもつ資源大国である. 近年その豊富な鉱

物資源の開発が進み, 現在ではラオスの輸出額の大半をそれら鉱物資源が占めてい

る 1). そのような莫大な生産量をほこるラオスの鉱山であるが, それらを所有してい

るのは中国をはじめとした外国企業である. そのため, 生産の対価である資本レン

トが国内ではなく海外に流出し, それに伴って鉱物資源の生産量が増えれば増える

ほど, 国内の需要が減少するという問題が起きている.

一方で, 開発途上国の中では国際的機関の援助を通じて, 様々なインフラの整備が

進展している. 国境を越える大規模な道路のようなインフラの整備は, 国際的な物

流への影響を通じて輸出財企業のコストを下げ, 貿易を活性化する. 一方, 国内の物

流に影響を及ぼすインフラの整備は, 国内に市場を持つ企業の生産コストを下げる.

結果として, インフラ整備が一国の産業構造にも影響を及ぼしうる. したがって, こ

のような異なるタイプの交通インフラの整備が国内の産業構造にどのような変化

をもたらし, 当該国の経済にどのような影響を与えるかについて分析することが重

要である.

本研究で用いる一般均衡分析は, 家計や企業などの経済主体の効用最大化や利潤

最大化行動を通じて導出される均衡を記述するものである. 本研究では, 一般均衡

モデルを用いて資源輸出国の国内及び国際的な物流に寄与する交通インフラの整

備が, GDP, 家計所得に及ぼす影響について分析した. 以下, 2. で本研究の基本的な考
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え方を明らかにし, 3. で一般均衡分析に用いるモデルを定式化, 4. で各部門の交通

インフラの整備による効果について分析する.
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第2章 本研究の基本的な考え方

2.1 資源輸出国の経済

世界には豊富な天然資源を保有し, その資源を安価で大量に輸出することを通じ

て外貨を稼いでいる国が存在する. そういった国の多くは資源輸出に経済が依存し

た構造となっている. こういった資源保有国が直面している大きな問題のひとつにオ

ランダ病がある. オランダ病とは, 大量の天然資源の発見やある輸出財の国際価格

の上昇などの変化を背景として輸出額が増加することにより自国の実質為替レー

トが上昇し, その他の輸出財部門が国際的な価格競争力を失ってしまうという経済

問題である 2).

1960年代にオランダは北海で天然ガスを発見し, その後 1970年代の石油危機によ

る価格高騰も相まって, 天然ガスの輸出により莫大な外貨収入を得た. それを元手に

社会保障制度の整備を進めたが, 輸出拡大が自国通貨高をもたらし, 主に製造業の

国際競争力が損なわれた. 国内産業が衰退すると同時に, 社会保障関連費が重荷と

なり財政が悪化し, これによりオランダは 1980年代前半には, 低成長と高失業率に悩

む国となった. イギリスのエコノミスト誌がオランダ病 (Dutch disease)とよび報じた

ことで, 一般にもオランダ病とよばれるようになった. 3)

天然資源を起因としたケースに限らず, 外国からの長期にわたる多額の直接投資

により, 為替レートが上昇し上記のオランダ病と類似した影響がもたらされること

もある. そのため, 天然資源部門の成長を背景としなくても, 実質為替レートの上昇

にともなう経済発展阻害を広くオランダ病とよんでいる. たとえばブラジルは, 穀

物生産大国であると同時に鉄鉱石や石炭などの天然資源大国でもあるが, 海外から

の投資資金の流入により, 通貨レアルが上昇した. またインフレ抑制のための金利

の引き上げがマネーの流入を招きさらなるレアル高を引き起こすなど, レアル高を

抑制するのに苦労している. 石油や天然ガスで輸出の大半を占めるロシアは, 98年

の金融危機まで通貨ルーブルの実質実効為替レートが上昇を続け, 急激な輸入自由

化の影響もあり, 外国から大量の消費財が流入し国内の生産者にダメージが生じて

いた. この症状は金融危機後のルーブル下落によって一時は治まったが, 最近になって

3



ルーブルの実質実効為替レートは再び上昇に転じた. それに伴い輸入が増加し軽工

業など一部の製造業では生産が減少している. これに対しロシア政府は産業構造の

多角化を目指し, 様々な施策を講じるなどオランダ病とみられる症状が各国を悩ま

せている.

2.2 従来の研究概要

オランダ病について、多くの研究が蓄積されている. Sachs and Warner 4) 5)は, 豊富な

天然資源がその国の経済成長に強力な悪影響をもたらすことについて研究を行い,

1970年から 1990年にかけて天然資源の輸出額が GDP比で 10％以上増加した国は, 平

均で年間 0.4～0.7％低い GDP成長率であったことを発見した. Brahmbhattら 6)や Gelbら

7)は, そのGDP成長率の低迷は主に, 製造業部門や農業部門の縮小停滞であると分析

している. また彼らは, 製造業やその他資源以外の部門には, 技術的な間接効果や, 規

模に関して収穫逓増などのそれら部門特有の長期の成長を助長する性質があるこ

とや, また製造業などは技術の習得に時間がかかり, 天然資源の枯渇などによる停

滞に直面した場合に製造業を経済成長の源に再構築するのは困難であることも指

摘している. また Ismail 8)の研究によれば, GDPにおける天然資源部門の 10％の増加が

製造業部門の価値を 3.4％低下させ, そしてそれは資本市場がオープンであるほど,

また資本集約的であるほど, その影響は大きくなる傾向にある. Chenery and Syequin 9)

やBrahmhattら 6)は, 豊富に天然資源をもつ国とそうでない国について, 製造業部門や

農業部門の比較を行い, 豊富に天然資源をもつ国はそうでない国に比べてGDP比で

それらの部門が平均 15％下がることを分析した. また為替レートの過度な上昇が悪

影響をもたらすことについて, Spatafora and Warner 10)が, 資源輸出額の増加と為替レー

トの上昇の関係を明らかにしている. Rodrik 11)は実質為替レートの過度な上昇は市

場不成立を引き起こし, 企業の技術革新や新たな生産工程の導入を妨害することに

ついて分析した. また Hausmannら 12)や Lederman and Maloney 13)は, 国の長期の成長と輸

出財の多様性には強力な関連があるとし, 実質為替レートの上昇に伴う製造業を中

心とした輸出財の縮小が, 長期においても悪影響を及ぼすことを明らかにした.

一 般 均 衡 分 析 に よ る オ ラ ン ダ 病 の 研 究 と し て は, Corden and Neary 14)の”Core model”

が有名である. 彼らは, 天然資源部門”booming export sector”, 天然資源以外の輸出財部

門”lagging export sector”, 非貿易財部門”nontraded goods sector”という三部門を考え, 国が
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オランダ病にかかった場合, 天然資源以外の輸出財部門が他の二部門の影響により

縮小することを示した. その経路は以下のようになる. 国がある天然資源を発見し

たとして, その資源輸出額の急増が外貨収入を増加させる. この外貨収入がすべて

輸入にあてられれば国内のマネーサプライや国内で生産された財の需要に影響は

ないが, 外貨収入が自国通貨にかえられ国内の非貿易財の消費に使われた場合に影

響が現れる. 名目為替レートが固定の場合, 外貨収入の自国通貨への変換は国内の

マネーサプライを増加させ, 国内財の需要増加に伴い, 国内財の価格や生産量が増加

する. 国内財の価格の上昇は実質為替レートの上昇を意味し, また賃金の上昇に相

まって, 輸出財部門の国際的な価格競争力を弱体化させてしまう. また名目為替レー

トが変動である場合, 外貨収入の増加はそのまま自国通貨高を引き起こし, 輸出財

部門が国際的な価格競争力を失う. この一連のプロセスをこのモデルでは”spending

effect”と呼んでいる. また同時に, 天然資源部門や非貿易財部門の需要増加により資

本や労働がその二部門に移動し, 天然資源以外の輸出財部門の生産量が減少し, 縮

小してしまう. このモデルではこれを”resource movement effect”と呼び, オランダ病の経

済発展阻害を具体的に示している 15).

2.3 交通インフラと資源輸出国の経済構造

本研究で取り上げるラオスは, インドシナ半島の中心部に, 中国, ベトナム, カンボ

ジア, タイ, ミャンマーに囲まれて位置する内陸国であり, その地理的条件と過去の長

期間の内戦の影響により経済発展は遅れており, 国連開発計画 (UNDP)が毎年発表す

る人間開発指標 (HDI)も 177ヶ国中 130位となっている 16). ラオスは 1986年にスタートし

た「新経済メカニズム」以来, グローバル経済に自国を積極的に開放してきており,

諸外国との協調, 公共投資, 民間投資と貿易に多大な努力を重ねてきた. 安価な労働

力や急成長するインドシナ半島の中心部という地理的条件からラオスに進出する

企業は近年大きく増加している. ラオス政府は 2020年までに最貧国 (LDC)から抜け

出し生活水準を改善し, グローバル経済へ統合させていくことを目標としている.

ラオスには銅, 金, スズ, ボーキサイトなどの豊富な鉱物資源があり, 近年輸出に占

めるそれら鉱物資源の割合は非常に大きい. しかしながらラオスの場合, 輸出の大

部分である金や銅を生産する鉱山が中国をはじめとした外国企業に所有されてい

る. それにより生産による対価である資本レントが国内ではなく海外に流出してい
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る. つまり鉱物生産が増加しても, それに比例した形で国内家計が豊かにならない

という問題が起きている. これがラオスにおけるオランダ病とみられる経済問題で

ある.

表–2.1 ラオスの輸出入品目

(単位:100万ドル, %)
2009年度 2010年度

金額 金額 構成比 伸び率
輸出総額(FOB) 1,124.4 1,788.9 100.0 59.1
鉱物 523.6 1,048.5 58.6 100.3
電力 274.6 289.0 16.2 5.2
縫製品 141.7 167.3 9.4 18.1
農産物・家畜 87.1 119.2 6.7 36.9
木材 46 37.1 2.1 19.3
その他 51.4 127.8 7.1 148.6

輸入総額(CIF) 1,064.8 1,671.0 100.0 56.8
燃料ガス --- 387.8 23.2 ---
電気機械 --- 274.3 16.4 ---
車両 --- 266.3 15.9 ---
建築資材 --- 214 12.8 ---
その他 --- 528.6 31.6 ---

輸入は2010年度より項目が変更された.
[参考] ジェトロ世界貿易投資報告(2011年版)

ラオスの 2010年度の貿易は, 輸出入ともに金融危機の影響から大きく減少した 2009

年度に比べて回復をみせ, 輸出額は前年度比 59.1％増の 17億 8,890万ドル, 輸入額は前

年度比 56.8％増の 16億 7,100万ドルとなっている 1). 国際的に鉱物価格の上昇がみられ

たこともあり, 鉱物分野では, 生産量, 輸出額ともに増加し, ラオスの総輸出額の 58.6

％を占めた. 特にセポン鉱山などの主要鉱山で, 銅, 金, 銀の生産が大きく増加した.

また急成長をみせるインドシナ諸国の増加する電力需要を見据え, インドシナ半島

のバッテリーとして期待される大規模水力発電施設ナムトゥン 2ダム, ナムグム 2ダム

の電力輸出も 2011年度から本格化し, 将来大きな輸出項目になる見られている. それ

に続き縫製品輸出が 1億 6,730万ドル (18.1％増)となり, 輸出全体の 9.4％となっている.

一方でかつてラオス最大の輸出財であった木材・木製品は, 原木の不足により輸出が

減少した. 輸入額は, 前年度比 56.8％ 16億 7,100万ドルに達し, 56.8％増と急増した. 燃料

ガスの輸入額が 3億 8,780万ドルで最大の輸入品目になっており, それに電気機械, 車

両と工業製品が続いている.

これらの産業の生産性を上げ, 資源輸出国経済をさらに発展させるためには, 交通
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イ ン フ ラ を は じ め と し た 各 種 イ ン フ ラ の 整 備 が 必 要 不 可 欠 で あ る. 空 港 や 大 規 模

な幹線道路, 国際及び国内の物流ターミナルなどの整備は, 各産業の生産性を向上

さ せ 結 果 的 に 国 の 産 業 構 造 に 影 響 を 及 ぼ す. 国 際 的 な 交 通 イ ン フ ラ が 整 備 さ れ れ

ば, 輸出財企業の生産性が向上し, 一方国内の交通インフラが整備されれば, 国内に

市場を持つ企業の生産性が向上する. 国内の交通インフラが未発達のラオスは, 海

外からの多額の援助資金を多く利用してインフラの整備を行っているが, 投資の目

的上, その用途は鉱物資源の輸出に寄与する国際的な交通インフラの整備であるこ

とが多く, 国内の物流のための交通インフラ整備にはあまり使われないという現状

がある. ベトナム, ラオス, タイ, ミャンマーというインドシナ半島を東西に貫き陸路

で結ぶ東西回廊や, 中国, ラオス, タイを南北に結ぶ南北回廊などの大規模な道路が

開通したが, これらはラオス国内の物流というよりはインドシナ半島の地域間の物

流促進としての役割が大きく, ラオス国内の物流機能の向上を目的としたものでは

ない.

以上のような背景をふまえ, 次章においてはラオス経済を対象とした一般均衡モ

デルを構築し, 交通インフラの整備による生産性の上昇が一国の経済に及ぼす影響

について分析する.

7



第3章 基本モデル

3.1 モデル化の前提条件

small openの一国経済を考える.当該国には輸入競争財 (i = 1), 輸出財 (i = 2), 非貿易

財 (i = 3)という 3種類の財を生産する産業が存在する. 輸入競争財生産企業 (i = 1)が

生産する財は外国から輸入する財と競争関係にある. ここでは, 輸入財と輸入競争

財とは不完全代替の関係にあると仮定する. 輸出財生産企業が生産する財はすべて

外国に輸出され, 国内においては消費されない. 非貿易財はすべて国内で消費され

る. 全ての企業は規模に関する収穫一定の技術により生産を行う. 国内に立地する

全ての企業は資本と労働を生産要素として生産活動を行う. 国内の労働市場は open

であり全産業の労働需要を満たす水準で賃金率が設定される. 一方国際的には労働

市場は closeであり, 労働移出入は考えない.

輸入競争財生産企業と非貿易財生産企業は国内家計が所有している一方, 輸出財

生産企業は外国が所有していると仮定しよう. このことは豊富な天然資源を活用す

る輸出財企業が, 外国が所有する資本を生産要素として活用していることに他なら

ない. 国内の資本市場は closeであり, 輸入競争財生産企業と非貿易財生産企業の資

本需要を満たす水準で資本レントは決定される. 一方, 輸出財企業が生産要素とし

て活用する資本レントは, 外生的に与えられる国際資本レントに一致する.

国内に立地する家計は, 保有する労働・資本を提供し, 対価として賃金及び資本レ

ントを受け取る. 要素所得から得られた収入により輸入競争財と非貿易財とを消費

し, 自らの効用を最大化するように行動する.

3.2 企業行動

全ての企業は, 生産要素として労働と資本を投入し, 規模に関して収穫一定のコブ

=ダグラス型技術で生産する. 各企業の生産量, 資本投入量, 労働投入量をそれぞれ,

(zi, ki, li)(i = 1, 2, 3, δi ≥ 0, 0 ≤ αi ≤ 1)と表す. 輸入競争財企業 (i = 1)の費用最小化行動を

以下のように表す.
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min rk1 + wl1 (3.1)

subject to z1 = δ1k1
α1 l1

(1−α1) (3.2)

ここに、r,wはそれぞれ国内資本レント及び賃金率, δi, αi (i = 1, 2, 3 )は生産技術を表

すパラメータであり, δiは当該産業の技術効率性を, αi は資本労働投入比率を表して

いる. 上記の費用最小化問題を解けば, 輸入競争財企業の要素投入量が以下のよう

にもとまる.

k1 =
1
δ1

{
(1− α1)r

α1w

}−(1−α1)

z1 (3.3)

l1 =
1
δ1

{
α1w

(1− α1)r

}−α1

z1 (3.4)

同様にして, 非貿易財企業 (i = 3)の費用最小化行動を考えれば, その要素投入量も

k3 =
1
δ3

{
(1− α3)r

α3w

}−(1−α3)

z1 (3.5)

l3 =
1
δ3

{
α3w

(1− α3)r

}−α3

z1 (3.6)

となる.

一方, 輸出財生産企業 (i = 2)は外国が所有すると仮定し, その資本レントは外国へ

移出する. このことを明示的に表すために, 世界資本レントを r∗と表して, 輸出財生

産企業の費用最小化行動を以下のようにしよう.

min r∗k∗2 + wl2 (3.7)

subject to z2 = δ2k
∗
2
α2 l2

(1−α2) (3.8)

輸出財生産企業の要素投入量は

k∗2 =
1
δ2

{
(1− α2)r∗

α2w

}−(1−α2)

z2 (3.9)

l2 =
1
δ2

{
α2w

(1− α2)r∗

}−α2

z2 (3.10)

と求まる.
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3.3 家計行動

レオンチェフ型の家計の効用関数を仮定しよう. また, 家計の収入は全ての企業に

提供する労働と, 輸入競争財企業及び非貿易財企業に提供する資本から得られる所

得から構成される. xi(i = 1, 3)を家計による各財の消費量, pi(i = 1, 2, 3)を各財の価格

とすれば, 国内家計の効用最大化行動は

max U(x1, x3) = min
{

x1

a
, x3

}
(3.11)

subject to p1x1 + p3x3 = rK + wL (3.12)

と表される. ここに, aはパラメータ, K,Lはそれぞれ国内に存在する総資本供給量お

よび総労働供給量を表している. 上記の効用最大化問題を解けば, 各財の需要関数

が以下のように求められる.

x1 =
rK + wL

p1

a

a + 1
(3.13)

x3 =
rK + wL

p3

1
a + 1

(3.14)

3.4 均衡条件

ま ず, 輸入競争 財 の市場均衡条件を定義しよう. 輸入競争財は輸入財と不完全代

替の関係にあり, 輸入財の輸入量を z∗1 とすれば,

x1 =
(

z
σ−1

σ
1 + z∗1

σ−1
σ

) σ
σ−1

(3.15)

が成立する. ここに, σは代替の弾力値である. さらに, 輸入競争財と輸入財の価格を

それぞれ q1,q∗1とすれば,

q1z1 + q∗1z
∗
1 = p1x1 (3.16)

が成立する.

非貿易財に関しては, 生産量と消費量が一致するので,

z3 = x3 (3.17)
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が成立する.

一方, 労働市場, 資本市場の均衡式は以下のようになる.

∑

i

li = L (3.18)

k1 + k3 = K (3.19)

また, 経常収支バランスは以下のように表される.

p2z2 − q∗1z
∗
1 − r∗k∗2 = 0 (3.20)

上式を書き換えると,

p2z2 − r∗k∗2 = q∗1z
∗
1 (3.21)

左辺は, 輸出財生産企業のゼロ利潤条件から

p2z2 − r∗k∗2 = wl2 (3.22)

つまり (3.21)式は

wl2 = q∗1z
∗
1 (3.23)

と 書 き 換 え る こ と が で き, 左 辺 は 外 国 が 所 有 す る 輸 出 財 企 業 の 労 働 投 入 量 (wl2)を,

右辺は輸入競争財の輸入額を表しており, 当該国の輸入額は外国が所有する輸出財

企業の生産に依存して決定される構造になっている.
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第4章 シミュレーション分析

4.1 交通インフラ整備の影響

労働賃率, 国内資本レント, 各財の労働, 資本の投入量, 生産量, 各財の価格, 消費量

は, 以上で定式化された一般均衡モデルにより内生的に決定される. つぎに, 各産業

の生産に寄与 する 交通インフラの整備が, GDP, 国内需要に及ぼす影響に関して分

析を試みる.

まず, 前章で示 し たモデルの外生変数として簡単な数値を設定する. 産業にお け

る労働, 資本投入比率の違いによる影響を排除するために, 各財それぞれの労働資

本投入割合を示す α1, α2, α3は全て均一に 0.4と設定することにする. 以下 (表-4.1)に示

すように, 世界資本 レント r∗, 家計の輸入競争財と非貿易財の消費割合を示すパラ

メータ a, 輸入競争財部門における輸入財と国内財の代替の弾力値 σ, 輸入財の価格

q∗1, 輸出財の価格 p2, 国内の総資本K, 総労働 Lの値を設定する.

表–4.1 外生変数

α1 α2 α3 a σ p2 q*1 r* K L
0.4 0.4 0.4 0.7 0.5 3 4 2 10 10

ニュー メ レ ー ル と し て p3 = 1を 設 定 し, 各 財 生 産 企 業 の 生 産 性 を 表 す パ ラ メ ー タ

δ1, δ2, δ3を, それぞれ交通インフラが整備されたことにより 1.0から 1.2に変化すると

する.

まず最初に, 輸入競争財企業の生産に関わる交通インフラの整備の影響について

分析を行う (図-4.1). 輸入競争財生産企業の生産性のパラメータ δ1を段階的にあげて

いくと, 輸入競争財の生産量が増加する. それに応じて輸入競争財の価格が下がる.

輸入競争財企業の生産性 δ1を変化させた影響は輸入競争財のみについてであり, 他

の数値には影響を与えないものと仮定した.

次に輸出財企業の生産に関わる交通インフラの整備の影響について分析を行う

(図-4.2). 輸出財企業の生産性のパラメータ δ2 を変化させていくと, 輸出財の生産量

12
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図–4.1 輸入競争財企業の交通インフラ整備

が増加する. 生産性が向上したことによって, 輸出財企業は外国の資本を大量に投入

し, 労働は他の二部門から大きく移動する. 輸出財の生産量増加によって輸入量も増

加し, それに伴い競争関係にある輸入競争財企業の生産量は大きく減少した. 非貿

易財の生産量が増加したのは, 輸入競争財企業の生産量減少によって資本が非貿易

財企業に移動したためである. 以上の変化によって, 賃金率wは上昇し, 国内資本レン

ト rは低下した.

最後に, 非貿易財企業の生産に関わる交通インフラ整備の影響について分析を行

う (図-4.3). 非貿易財の生産性のパラメータ δ3を段階的にあげていくと, 非貿易財の生

産量が増加する. 非貿易財企業はこれまでより少ない労働と資本の投入で生産が行

えるようになるので, 非貿易財企業に投入されていた生産要素が輸入競争財企業に

移動し, それによって輸入競争財企業の生産量も増加する. 輸入競争財の生産量の増

加によって輸入量が減少し, それに伴い輸出財企業の生産量が減少し, 輸出財企業の

に投入される資本, 労働が減少し, その際労働は他の二部門に移動する. 以上の変化

のもとで, 賃金率 w, 資本レント rはともに上昇した.

この結果から, 交通インフラの整備によってGDP(= q1z1 + p2z2 + p3z3)と国内の家計所

得 (= rK + wL)がどのように変化するかについて分析を行う.

交通インフラの整備により, 輸入競争財生産企業の生産性が上昇した場合, 輸入競

争財企業の生産量が増加するが, 価格の低下も同時に起こるため, GDPは変化しな
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図–4.2 輸出財企業の交通インフラ整備
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図–4.3 非貿易財企業の交通インフラ整備

い. また賃金率と国内の資本レントも変化しないため国内の家計所得も変化しない.

輸出財生産企業の生産性が上昇した場合, 輸入競争財企業と非貿易財企業の生産

量は減少するが, 輸出財企業の生産量が大きく増加するため, GDPとしては大きく

増加する. しかし輸出財企業の生産量増加によって資本レントとして国外に流出す

る金額も大きく増加するため国内の家計所得はわずかな増加しか示さなかった.

一 方, 非 貿 易 財 生 産 企 業 の 生 産 性 が 上 昇 し た 場 合, 非 貿 易 財 企 業 と 輸 入 競 争 財 の

生産量が増加するが, 輸出財企業の生産量が減少した影響でGDPとしてはわずかに

減少した. しかし, 賃金率, 国内の資本レントともに上昇し家計の所得は大きく増加

した.
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4.2 政策的含意

前節の結果から, 交通インフラの整備により, 特に輸出財生産企業の生産性が上昇

した場合と, 非貿易財生産企業の生産性が上昇した場合について比較を行う. 輸出

財生産企業の生産性が上昇した場合, 輸出財企業の成長によりGDPは大幅に増加し

たが, 国内家計所得はわずかな増加しか示さなかった. これが本研究で考えるラオス

の問題点であり, 輸出財企業の生産量増加による恩恵はラオス国内の家計には行き

届かず, 国内消費はなかなか伸びない.

一方で非貿易財生産企業の生産性が上昇した場合は, GDPはわずかに減少するも

のの, 輸出財企業の 生産量増加が見られないため, その GDPのほとんどが国内家計

に帰着するため, 家計所得を大きく増加させる結果となった.

ラオスは近年, 鉱物資源部門への投資が進み輸出量が大きく増加しており, それは

本研究のモデル上では輸出財生産企業の交通インフラ整備のケースで表される. 事

実ラオスは近年実質 GDP成長率 7, 8％の高成長を遂げているが 16), その成長は鉱物

資源部門の成長が大きく寄与している. また一方でそのGDP成長率に比べラオスの

消費者物価上昇率は 0.034％と低い数値となっており 17), このモデルで示されたよう

な, GDPの高成長に対し国内家計の所得が伸びない結果にあてはまる. 本研究のモ

デルで示したように非貿易財の物流に影響する交通インフラの整備を進めること

が, この国内家計所得の低成長を改善する方策として考えられる.
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図–4.4 輸入競争財インフラ整備によるGDPと家計所得の変化
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図–4.5 輸出財インフラ整備によるGDPと家計所得の変化
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図–4.6 非貿易財インフラ整備によるGDPと家計所得の変化
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第5章 おわりに

本研究では, 主としてその経済活動の多くを資源輸出に依存している資源輸出国

経済が直面するオランダ病に着目し, 生産要素の資本を外国に所有された輸出財企

業を明示的に考慮した一般均衡モデルを構築した. その他輸入競争財企業, 非貿易

財企業を含む 3部門の生産性が変化した場合のシミュレーションを行い, 資源保有国

経済に交通インフラが及ぼす影響に関する分析を行った. その結果として, 空港など

の国際物流に資する交通インフラの整備はGDPを大きく増大させる一方, 資本レン

トの多くは国外へ流出するために, 国内家計の総所得はわずかしか変化しないこと

を示した. その一方で国内高速道路網のような国内物流の効率化に資する交通イン

フラの整備は, GDPをわずかに減少させるものの, 国内家計の総所得を大きく増加

させることを明らかにした. また, この輸出財生産企業に関わる交通インフラの整

備における経済への影響が, 現在のラオスの実情と類似していることを確かめた上

で, 非貿易財生産企業に関わる交通インフラ, つまり国内の物流を促進するインフ

ラの整備を行うことにより, 国内の家計所得が伸びないというラオスの現状を改善

できる可能性を示した.

しかし本研究において用いたモデルは, 簡単のため各生産企業の労働と資本の投

入 割 合 を す べ て 同 一 な 労 働 集 約 性 を も つ 企 業 と し て い る.今 後 の 課 題 と し て, 輸 出

財として考えた鉱物資源分野などは資本集約性をもつものであり,その企業の労働

資本投入割合をかえることで, 今回の研究と比較し, オランダ病の要因が「労働集約

性」の違いによるものなのか, 「国外資本を輸出財に投入しているから」なのかを

分析しなければならない.
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図–A.1 シミュレーション結果


